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【目的】
　警察官吏の任用制度を時系列的に辿ることを通して、近代日本の判任文官に求められた資格や能力の内容および水
準ついて明らかにすることである。
【方法】
　史料として、各公文書館に所蔵されている一次史料、各警察機関の例規集や試験問題を用いる。
【結果および結論】
　警察官吏には、実務で培われてきた経験と力量を多面的に評価して任用資格を与える特別任用制度が導入された。
評価基準は、職務に密接したものであった。学術面では警察業務にかかわる法律知識への理解が求められた。また
日々の実績や能力に加えて、武道の力量、人物面や情意面も評価対象とされた。上司からの高評価を受けて、警部・
警部補への任用資格を得られる考試を受験できた。学術以外の側面が採用や昇進を左右したのが警察官の特徴であっ
た。警察官吏の採用と昇進の仕組みは高い自律性を帯び、外部からの中途参入を拒む体系であった。。
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Ⅰ．はじめに
　本論のねらいは、国家の下級官吏である判任文官とし
て位置づけられた警察官吏の任用制度を時系列的に辿り
ながら、求められた資格や能力の内容および水準とその
変容過程について明らかにすることである。また、その
ことを糸口としながら、警察官吏の任用が判任文官の任
用全体においてどのように位置づけられるのか明らかに
することである。
　本論の内容に入る前に、簡単に判任文官に関する重要
な概念について触れておきたい（池田，2015a）。本論
で取り上げる判任文官とは、天皇の御名御璽が付され発
令された勅令において官等が付された官吏（形式上の官
吏）のうち、勅任および奏任の官等に対して低位である
判任の官等を付された官吏、また軍人以外の官吏のこと
を指す。官吏は国家による公法上の選任行為に基づいて
任用された国家事務を担当する義務を負う存在である。
官庁には、これら官等が付された官吏以外にも、上官の
命を受けて官吏同様の公務にあたる地位として、雇員等
の名称が付された「等外官」も多数在籍していた（実質
上の官吏）。ただし等外官は公法上の選任行為ではな
く、各官庁の自律した判断による私法上の採用行為にお
いてその地位に就いていた。ゆえに実質上は官等が付さ
れた官吏同様の職務を担っていたとしても国家が認めた
官吏ではなかった。現在でいうところの臨時職員、日々
雇用職員などを指す。なお、判任官と同等以上の職務職
責を負うが俸給支出が国庫以外である、国家経営上重要
であるなどの理由で官等が付されないものの、勅令にお
いて判任官と同等以上の待遇が保障される「待遇官吏」
という存在もいた。本論では、警察行政にあたる判任文
官に焦点を当てる。
　戦前、内務省の管轄下に置かれた警察機構は、発生し
た犯罪を事後的に処理する司法警察だけでなく、犯罪に
限らず自らが社会的な矛盾とみなした事象に対して予防
的に介入排除する行政警察の機能も併せ持ち（大日方，
1992）、国民の生命、財産および自由といった基本的人
権に積極的な介入ができる強大かつ広汎な権力を有し
た。内務省が設置された翌年の1875年に定められた「行
政警察規則」によれば、その職務として「第一　人民ノ
妨害ヲ防護スル事」「第二　健康ヲ看護スル事」「第三　
放蕩淫逸ヲ制止スル事」「第四　国法ヲ犯サントスル者
ヲ隠密中ニ探索警防スル事」が挙げられている1）。例え
ば、危険物管理、往来の安全確保や災害への備えに関わ
ることが第一の職務、伝染病予防、検疫、屠畜、死者埋
葬などの衛生管理に関わることが第二の職務、托鉢など
の祭事、賭博などの遊興や興行、貸座敷や風俗の取締に
関わることが第三の職務、政党、政治的結社やメディア
の取締に関わること（高等警察）、戸口調査や監視が第
四の職務に当てはめられる（警視庁，1898；内務省警保
局，1893；大日方，1992；大日方，2000）。
　本論で論じる判任文官としての警察官吏とは、警部お
よび警部補を指す。警部は警部長や警視といった「上官
ノ指揮ヲ承ケ警察及衛生事務ヲ分掌シ部下ノ警部補及巡
査ヲ指揮監督スル事」、警部補は「上官ノ指揮ヲ承ケ警
察及衛生事務ニ従事シ部下ノ巡査ヲ指揮監督スル事」と
されていた。警部は道府県内の主要地に置かれた警察
署・警察分署の長になること、また警部補は警察分署の
長になることができた（1913年「地方官官制」）。
　官吏を対象とするこれまでの研究では、制度政策の企
画立案を通して日本の近代化を方向づける権力を有した
高級文官（官僚）のみが注目されてきた。しかしながら、
定められた制度を正確に把握し、官僚と国民との中間に
立って運用できる能力が求められた判任文官もまた近代
の日本社会の在り方を捉える上で注目される必要があ
る。その観点から、社会的中間としての判任文官に求め
られた能力や資格の質と水準、そして能力やキャリアの
形成過程を解明することが教育史研究の重要な課題であ
るとされ、近年研究が進捗しつつある（池田，2015a；
池田，2015b）。本論が取り上げる警察官吏は上司の命
を受けながら、巡査等を指揮しながら国民に対する権力
の直接的具体的な行使にあたった。まさに国民と高級官
僚との中間に立つ官僚制の末端部に位置する存在であっ
た。
　判任文官は、大別して二つの経路に拠って任用され
た。ひとつはいずれの判任文官にも就ける「一般任用」
の資格付与制度であり、もうひとつは特に定められた官
職に限って就ける「特別任用」の資格付与制度である。
一般任用の資格付与は1887年7月の「文官試験試補及見
習規則」（以下、判任文官を対象とする本論では「見習
規則」と略す）、および1893年10月の「文官任用令」に
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おいて規定され、中学校および同等の課程の卒業（池
田，2017）、文官普通試験の合格、判任以上の官職への
一定期間の在官によって付与された。警察官吏の任用に
ついては、一般任用の資格を有する者に加えて、警察官
吏への特別任用の資格を有する者も対象とされた。しか
し「特別」任用といっても決して例外ではなく、鉄道員、
郵便局員、税務官、森林官、道府県や郡の属官などを含
め、明治末期の判任文官数の4分の3が特別任用適用の官
職にあった（池田，2015a）。
　ゆえに判任文官に求められた力量の特質を明らかにす
る上では、特別任用の仕組みにまで踏み込んだ分析が不
可避である。先行研究では獲得学歴に焦点が当てられ、
その社会移動上の効果が検証されてきた。ただし高級官
僚や大企業社員とは異なり、学歴はその社会移動を説明
する上で決定的な因子とはいえない（吉田ら，2004，
p.278 -281）2）。ゆえに本論では、学歴に限らない要件に
も視野を広げる必要がある。具体的には、第一に任用経
路の幅広さとその程度、および第二に求められた資質や
能力の内容と専門性、その水準である。警察官吏は比較
的早期より特別任用が適用された官職であり、また人数
規模も大きく、何より国民一般との接点を広汎に有して
いた。課題に応える恰好な検討対象といえる。なお警察
史では、政治運動の取締などの苛烈な権力行使を伴った
活動面に焦点が当てられており、権力行使の主体であっ
た警察官がそもそも何を基準にどのように登用されたの
かという側面は充分に検討されておらず、その概要が知
られるに留まる（渡辺，1984 -85）。
　本論では、Ⅱ節で「見習規則」以前の警察官任用のあ
らましを紹介した上で、Ⅲ節では「見習規則」の制定か
ら特別任用制度が導入されるまでの任用経路の変遷につ
いて論じる。Ⅳ節では、特別任用制度の導入を受けて警
察官任用の仕組みが自律化していく過程を取り上げる。
そしてⅤ節では、昇進に求められた資質や能力の内容と
専門性、その水準とその変遷について論じる。検討対象
とする時期は、第二次世界大戦以前の文官任用の制度が
ほぼ整った1913年（大正2年）「文官任用令」改正までと
する。なお本論では、さらに異なる特別任用が適用され
た植民地在勤の警察官は対象としない。史料としては、
各公文書館に所蔵されている史料、各警察機関の例規集
や試験問題を用いる。
Ⅱ．「見習規則」以前の任用制度
 1 ．警察組織の変遷と職名の設定
　身分制に根ざした近世の警察制度は、幕藩体制の終焉
とともに転換を迫られた。発足当初の新政府は、軍務官
（兵部省）を通じて諸藩兵や府県兵に巡
じゅんら
邏警備を行わせ
たり、刑部官に命じ府県に司法警察を行う役職を置いた
りした。諸藩では目付、与力、同心などが存置されつづ
けた。廃藩置県および司法省設置（1871（明治4年）7月）
を迎えると司法警察の整備が進捗した。西郷隆盛や川路
利良は、東京府中取締のための要員を旧薩摩藩士族に求
め、彼らを中心とする三千人の邏
ら
卒
そつ
を置いた（1871年10
月）（渡辺，1973）。また県治条例（1871年11月）によっ
て府県に司法警察を扱う聴訟課が置かれた。そして1872
（明治5）年8月に司法省に警保寮が置かれて全国の警察
組織が統合され、1874年1月に設置されたばかりの内務
省に移管された。また同月、首都の警察事務を行う東京
警視庁が置かれた。さらに同年には府県に警察費全額が
渡されることになり、事務が委任されることになった。
その後も幾度かの組織改編を経たが、1881年1月の段階
で、首都の警察事務は警視庁が管理し、府県の警察事務
は内務省警保局による管理と委任によって府県が担当
し、予算の一部を国庫負担とする組織の形が成立した。
　組織の変遷とともに警察官の名称や地位も定まって
いった。判任以下における職名についていうと、まず司
法省警保寮が置かれた1872（明治5）年8月に警部という
職名が生まれ官等が定められた（太政官達第243号）。つ
づいて同年10月に等外官として巡査という職名が生まれ
た（太政官達第314号）。これらの職名が生まれた時点で
は、警部に対応する警察掛官員、巡査に対応する邏卒、
捕亡吏、取締組、番人といった職名も各地で用いられて
いた。これらの職名は1875年10月に警部および巡査に統
一された（太政官達第182号および第183号）。警部補は、
まず東京警視庁に置かれ（1874年12月太政官達第168
号）、後に府県にも設置された（1881年12月太政官達第
111号）。
 2 ．曖昧な任用制度
　警察官は判任官としての警部・警部補と等外官として
の巡査に分けられた。とはいえ、内閣制が敷かれ各機関
3
の官制が定められる以前は、判任官と等外官との身分上
の区別それ自体が曖昧であり、警部・警部補については
任用に際しての明確な規則は存在しなかった。論理上は
誰でもが警部・警部補に任命されえた。ただし、警察官
の末端であり入口でもある巡査に関しては、犯罪捜査や
逮捕という職責を担う性格上、曖昧ながらも採用にあ
たっての基準が明治初期より存在していた。
　1871（明治4）年10月に東京府中取締のために「警固 
卒」として20歳から40歳までの薩摩藩の士族が募集され
た。ここでは「無筆之者」でなければ応募資格があった
（鹿児島県維新史料編さん所，1979，p.211）。つづいて
1874年1月に東京警視庁が定めた「巡査黜
ちっちょく
陟例」では身
分を限定する項目はない。「性質疎暴懶
らん
惰
だ
或は黴
ばい
毒
どく
伝染」
がなく「職掌を尽すに足る」能力を持つ人物だと面接を
通じて判断されれば推挙された（渡辺，1984）。
　1875年12月に内務省は、巡査採用における初の統一的
な基準として「巡査召募規則」を定めた（1876年3月に
警視庁も照準する）。ここでも身分に基づかない開放的
な採用方法が採られた。20歳より45歳で徴兵に当たらな
い者のうち、保証人がいて2年以上の勤続に差支えない
者、職務に差支える疾病が無い者、「性質耐忍」で酒癖
が無く「破廉恥及ヒ賍
ぞう
罪
ざい
」を犯していない者を採用対象
とした。加えて学術面として「普通読書差
さしつかえ
閊ナキ」こと
を求めた。さらに1882年2月に「性質強壮」で職務に堪
えられる者は年齢を前後しても採用可能とされた（内務
省達乙第9号）。しかし「巡査召募規則」は1883年3月に
廃止され、巡査の採用は再び各府県が「将来警察上ニ障
害ヲ生セサル様注意」しながら適宜に実施することに
なった（内務省達乙第11号）。警視庁が達した「巡査採
用規則」では、満20歳以上45歳の身長5尺以上、身体強
壮で職務に差し支える疾病がない、「普通ノ文書」を読
めて「通俗往復文」を作成できるものであれば、採用条
件を満たした（亀田，1885，p. 60）。
　「見習規則」までの巡査採用にあっては明瞭な採用基
準はなかった。学術面での条件は高い水準は求められ
ず、人物面での逸脱や健康面での不安がなければ採用の
可能性があった。しかしその内容や基準に一貫性はみら
れず、採用機関によって基準に幅があったとみられる。
Ⅲ．「見習規則」以降の任用経路の変遷
 1 ．「見習規則」当初の厳格な任用経路
　1887年7月23日に「見習規則」が発令された（勅令第
37号）。「見習規則」は、曖昧な任用システムによって生
じた藩閥による情実任用と冗官傾向を打開すべく、1885
年12月に初代内閣総理大臣に就任した伊藤博文が主導し
て制定した（清水，2007，pp.18 -28）。
　「見習規則」における官吏任用の要件は、厳格であっ
た。学校卒業を絶対的な要件とし、試験通過を例外的な
要件とした。それ以外の資格は原則排除された。判任文
官については、官立府県立中学校および同等の学校（帝
国大学の監督を受けた私立法学校を含む）の卒業者のみ
が試験を要せずに判任官見習に任命される資格を得た
（第4条）。学歴を有しない者は文官普通試験に合格して
任用資格を得なければならなかった（第5条、第35条第1
項）。判任官見習に任じられた者は、さらに2年以上の試
用期間を経て本官に任命された（第35条第2項）。
　文官普通試験の科目と程度は「尋常中学校ノ学科及其
程度」（1886年文部省令第14号）もしくは「尋常師範学
校ノ学科及其程度」（1886年文部省令9号）が標準とされ
た（文官試験局規「普通試験科目及手続」）（文官試験局，
1889a，pp.53 -66）。
 2 ．臨時的措置としての「事務ノ熟練」
　従前は任用にあたって何ら要件が課されていなかった
警部・警部補に対して、突如として厳格な要件が課され
た。教官、技術官および「特別ノ学術技芸ヲ要スルモ
ノ」については学歴もしくは試験に拠らずとも官吏任用
を可能とする条項があったが（第20条）、警察官には適
用されなかった（千葉県に対する1888年6月9日付文官試
験局回答）（文官試験局，1889b，pp.58 -59）。
　しかし「見習規則」第38条による例外的な任用に限っ
て適用が許された。1888年1月の「見習規則」の施行時
までに「二箇年以上各官庁ニ於テ雇員トナリタル者ニシ
テ事務ニ熟練シタル者」に限って、試験を要せずに判任
官任用を許す条項である。第38条は過去の雇員としての
職歴によって蓄積された「事務ノ熟練」を任用の要件と
して認定することで、制度転換や官制改革の狭間に陥っ
た優秀な現職雇員の昇格が困難にならないように配慮し
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た臨時的な条項であった。
　ただし第38条に示された職名が「雇員」であって「巡
査」ではなかったことには留意が必要である。いずれも
官庁に所属する等外官であるが、巡査のみを対象とした
採用制度が設けられたり、文書計算等に限った警察事務
を担当する雇員を置くことを許す内務省達（明治11年乙
第91号）が出されたりするなど、警察権を行使する立場
かどうかによって両者は区別して把握されていた。ゆえ
に、第38条が適用されるには条文の解釈に疑義が生じ
た。
　1887年11月1日に長野県は「警察官吏中巡査ノ如キハ
無論雇員以上ノ資格ニシテ執ル所ノ事務モ亦警察官ヲ補
佐スルモノナレハ本職ニ従事スル二箇年ヲ経タルモノ 
ハ雇員同様判任官警　部警部補ニ採用不苦哉」と問い合わせた。
『官報』に掲載された内務省指令（11月29日）は「伺ノ
通」とされ、この指令を以って第38条が巡査から警部・
警部補への任用に適用されることになった（1887年12月
2日「警察官及巡査採用方ノ儀ニ付長野県伺」）。内務省
には長野県と同様の問い合わせが相次いだという（1887
年12月28日警保局長通牒）（内務省警保局，1897，
p.190）。キャリアの蓄積を通した巡査から警部・警部補
への昇格を断ち切った「見習規則」の衝撃の大きさがう
かがい知れる。
　なお長野県は前段の照会と併せて、「例ヘハ巡査タル
コト一年雇員タルコト一年（中略）併セテ二箇年ニ満ル
モノ」に第38条が適用されるかも問い合わせている。職
務が異なる巡査と雇員の職歴を通算して扱ってよいかと
いう質疑である。これに対する内務省の指令は「伺ノ
通」であった。つまり、この時点において内務省は警察
行政と一般行政の経験は交換して蓄積が可能であると解
釈していた。
　しかしながら、本条項は「見習規則」施行時にのみ適
用される臨時的措置であった。年数を経て職員の入れ替
えが進むにつれて第38条は意味を失っていく。巡査採用
については国会開設を控えて巡査の資質を向上する必要
に迫られ（清浦，1929，pp.34 -35）、内務省は1886年8月
に再び「巡査採用ニ関スル標準」という統一的標準を示
していた（内務省訓第589号）。さらに採用試験に合格し
た者は必ず巡査教習所での教習を受けることとされた
（内務省訓令第124号「巡査教習規則標準」）。Ⅳ節で詳
しく触れるが、これらにより従前よりも緻密な仕組みと
水準の高い基準が設けられた。しかし、この新しい制度
で採用された巡査も警部・警部補への昇進にあたっては
中学校卒業相当の学歴か試験合格が求められた。たたき
上げの巡査たちは、自らの実績の積み重ねが昇進に直結
しないという、従来とは全く異なる条件に置かれること
になった。
 3 ．特別任用の制定
　「見習規則」の厳格な方針は、警察官に限らずすべて
の官吏の任用において適用された。だが1886年「中学校
令」以降の卒業生もほぼ存在せず、試験任用も走り始め
たばかりの時期に厳格な任用ルールを設けることは、官
吏供給や業務を滞らせたことは想像に難くない。帝国議
会開設を控えたこの時代は、行政実務が大幅に拡大して
いた。要件の厳格化は行政実務を担える人物を官僚組織
から排除するという副作用を招くこととなった（清水，
2007，p.42）。官吏任用への要件は、徐々に緩和されて
いった。例えば、過去に満5年以上判任官を勤めた者
は、学歴や試験合格歴がなくとも再任できることになっ
た（明治23年勅令第8号）。「見習規則」第38条で例外的
に認められていた実務経験蓄積の意味が、積極的に認め
られ始めた。また、一部の官職にあっては特別任用も認
められた。官有林の管理を行う下級の森林官吏（明治20
年勅令第82号）や現在の特定郵便局にあたる三等郵便局
の長（明治20年勅令第66号）などである。森林官吏につ
いては、管理する森林に関する知識や地域の慣習に明る
い人物が「見習規則」の要件では確保できないという理
由から3）、三等郵便局長については、三等局が村落の有
産者の出資に依存して設置されていた関係上、こちらも
「見習規則」の要件では局長が確保できないという理由
から特別任用の適用が認められた4）。
　そして警部・警部補についても1890年になって、特別
任用の適用が認められることになった。次に示すのは、
第一次山縣内閣の総理大臣であり内務大臣を兼務してい
た山県有朋が、同年1月24日に自ら内閣に提出した趣旨
文である（以下、句点は引用者による）5）。
警察官ノ職タル単ニ学術ニ達スル者ヨリハ寧ロ多年ノ
経験ニヨリ実務ニ熟練スル者ヲ選用スルニアラサレハ
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実務執行上充分ノ効果ヲ奏スルコト甚難シトス、今日
新ニ警察官ヲ採用セントスルニハ先ツ文官普通試験ヲ
経タル上見習ニ任命シ二ヶ年以上事務練習ノ後ニアラ
サレハ警部若クハ警部補ニ任スルヲ得ス、且見習ノ期
限間ハ未タ警察官ノ資格ヲ備ヘサル者ニ付キ制服ヲ着
シテ実務ニ従事スルコトヲ得サル等種々ノ不便アリ、
竟ニ適当ナル警察官ニ欠乏ヲ致シ事務上差支ヲ生スル
ニ至ランコトヲ憂フ、就テハ文官普通試験ヲ経テ任用
スル者ノ外別ニ特例ヲ設ケ巡査奉職満五年以上ニシテ
精勤証書ヲ有シ現ニ其職ニ奉スル者ハ文官普通試験ヲ
要セス且見習ヲ命スルコトナク直ニ警部警部補ニ任命
スルヲ得ルコトニ定メラレンコトヲ希望ス、尤モ当初
巡査ヲ採用スルニハ甲号〔「巡査採用ニ関スル標準」
のこと〕ノ規則ニ依リ試験及第ノ上ヲ任命シ尚乙号
〔「巡査教習規則標準」のこと〕ノ規則ニ依リ二ヶ月
間教習所ニ於テ教習シ然ル後実務ニ服サシメ満三年以
上奉職シ丙号規則〔明治22年内務省訓令第21号「巡査
看守精勤証書授与規則」のこと〕ニ適合スル者ニ精勤
証書ヲ授与スルノ例規ナリトス依テ勅令案ヲ具シ閣議
ヲ請フ
　警察官は、学術に秀でるよりもむしろ実務経験による
熟練によって培われた者の方が適任であると主張し、山
県は学術面を重視した「見習規則」による任用の原則を
正面から否定した。また「見習規則」による普通試験を
通した任用法では、正式任用までの期間が長くなり、つ
いには「適当ナル警察官ニ欠乏」して実務上支障をきた
すことに懸念を表している。そのうえで山県は、巡査と
しての熟練を公的に承認する制度（精勤証書の授与）が
整備されてきたことを根拠として、「見習規則」に拠ら
ない「特例」として、実務の熟練に基づく特別任用の制
が設けられることを要望した。
　総理大臣が自ら提出した意見は当然容れられ、1月27
日に閣議決定された。そして、2月4日に勅令第10号にお
いて警部・警部補への巡査からの特別任用が認められ
た。すなわち、実務への熟練を証明する「精勤証書」を
有する職歴5年以上の現職巡査は、所属官庁の文官普通
試験委員長の銓衡によって警部・警部補に限って特別に
任用できることになった。この勅令が発せられたのは、
判任官としての経験年数を再任要件として認めた勅令第
8号と同日であった。厳格に過ぎる「見習規則」が求め
る要件の副作用が全般的に露呈してきた中で、警察官の
任用制度もまた緩和された。そして、巡査としての実務
経験の蓄積が警部・警部補への任用経路として、そして
要件として認められ、制度の中に位置づけられた。
Ⅳ．任用経路と内部昇進の自律化
　定められた警部・警部補への特別任用制度は、整備改
善されることはあっても第二次大戦後まで廃止されるこ
とはなかった。一般任用の資格のみを有する警察外の人
物が、現職巡査の頭ごなしに警部・警部補に任用される
ことが想定しがたい自律した体系が築かれていった。そ
の体系は山県が呈した特別任用制定の趣旨文にみるよう
に、1890年に特別任用制度が導入される以前より徐々に
整えられていた。1886年の時点で「巡査採用ニ関スル標
準」および「巡査教習規則標準」という巡査採用と養成
に関わる統一的な基準が示されていた。特別任用の制定
によって、これらの基準は警部・警部補任用に連なる内
部昇進の第一段目としての意味が付加された。以下本節
では、警察官の内部昇進の体系が整備されていく過程を
明らかにしていきたい。
 1 ．内部昇進の体系の変遷
　「見習規則」施行によって巡査は、図1にみるように
警部・警部補への内部昇進ができない行き止まりの職と
なった。巡査は、府県と警視庁が「巡査採用ニ関スル標
準」および「巡査教習規則標準」を斟酌して設けた採用
規則に基づいて採用・養成された。採用された巡査は巡
査教習所で1日当たり7時間の教習を1～2ヶ月間受講し
た。そして終末試験に合格した者のみが実務従事が許さ
れた。不合格者はさらに1ヶ月の教習を受けた後に再受
験が課された。実務に従事した巡査はキャリアを重ねて
いくが、学歴を有しない者は文官普通試験に合格しない
限り警部・警部補に任用されなかった。巡査としての最
上給に至った時点で、そのキャリアアップは外部の制度
に頼らない限り行き止まりとなった。
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警
部
・警
部
補
（ 判
任
文
官
）
「見習規則」による一般的な判任文官任用有資格者
官立府県立中学校卒業
「同等ナル」官立府県立学校卒業
特別監督学校卒業
普通試験合格
判任官見習
2年以上
巡査採用試験 巡査教習所
教習
終末試験合格
巡査
精勤証書授与
3年以上1～
2か月
優遇志願者
一般志願者
陸軍現役満期下士（1887年勅令第83号）
「見習規則」による臨時的な判任文官任用有資格者
施行前に2年以上雇員であり、事務に熟練した者
年齢・ 欠格事由・ その
他事前審査
体
格
検
技芸検査
巡査教習所
教習
1～
2か月
巡査採用試験 巡査・巡査部長
3年以上
「文官任用令」第2条による判任文官任用有資格者
官立公立中学校卒業
「同等以上」官立公立学校卒業
「文官任用令」以前認定の旧課程卒業
文官高等試験合格者
文官普通試験合格者
満3年以上文官の職にある者
（教官技術官・特別任用による年数除く）
巡査退職後満3年未満（1895年内務省訓令第8号）
警
部
（ 判
任
文
官
）
優遇志願者
一般志願者
陸軍現役満期下士
詮
衡
5年以上
精勤証書授与
下士適任証書保有者（1895年内務省訓令第8号）
年齢・ 欠格事由・ その
他事前審査
体
格
検
技芸検査
終末試験合格
退職者
（1894年内務省訓令第10号）
巡査採用試験 巡査教習所
教習
終末試験合格
巡査・巡査部長
3年以上
2か月以上
「文官任用令」第3条による判任文官任用有資格者
官立公立中学校卒業
「同等以上」官立公立学校卒業
「任用令」以前認定の旧課程卒業
文官高等試験合格者
文官普通試験合格者
満3年以上文官の職にある者
（教官技術官・特別任用による年数除く）
（1899年内務省訓令第35号）
巡査退職後満5年未満（1904年内務省訓令第6号）
警
部
・警
部
補
※
（ 判
任
文
官）
優遇志願者
一般志願者
陸軍現役満期下士
精勤証書授与
短縮期間
下士適任証書保有者
考試
考査表
の審査
学術試験
合格証書授与
年齢・ 欠格事由・ その他事前審査
体
格
検
査 技芸検査
※ 1910.3勅令第172号施行時点で巡査部長である者は、この時に限って考試を経ずに警部補に任用できた。
ただし、警部への任用の際には考試が必要とされた。
過去に判任官以上の職
にあった者
（1897年内務省訓令第17条）
退職者
図１．1889年末時点の警部・警部補への任用経路
図２．1897年4月時点における警部への任用経路
図３．1910年3月時点における警部・警部補への任用経路
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　滞留する巡査としてのキャリアアップを内部から改善
する策として導入されたとみられるのが、特別任用制定
の趣旨文にも取り上げられていた「精勤証書」の授与で
ある（1889年5月内務省訓令第21号）。精勤証書とは「巡
査看守ノ精勤ヲ証シ其名誉ヲ表スルモノ」であり（第1
条）、優秀者の表彰制度に位置づけられる。満3年の職歴
を有する優秀者に証明書を授与し、証書保有者は退職後
に再び就職したい時は、学力試験が免除されることに
なった。当初の精勤証書は名誉と巡査への再採用以上の
意味はなかった。しかし警部・警部補への特別任用の要
件として証書の保有が位置づけられると、その保有は警
察官としてのキャリアアップに欠かせない一段階となっ
た。
　特別任用制度の導入直後の1890年3月には、巡査身分
の上席者として新たに巡査部長が設置された（内務省訓
令第16号）。巡査部長は「巡査ノ上班」として警部や警
部補が行う所轄内の巡査に対する「勤務上ノ監督ヲ補助
セシムル」ために置かれ、月俸10円以上の巡査が充てら
れた。巡査部長には巡査と異なる徽章が与えられた。巡
査部長の設置もまた滞留する巡査のキャリアアップを改
善する手立てとして導入されたと考えられるが、巡査部
長への登用それ自体は特別任用に対する必要条件になる
ことはなかった。
　1890年の特別任用導入後、勅令が全文改正される直前
の1897年4月段階における内部昇進の体系は図2のように
示される。この間、1890年10月の官制改革において警部
補は廃官になり、判任の警察官吏は警部に一本化され
た。また図2上半分にみるように、巡査採用において優
遇を受ける者が精勤証書保有者以外にも拡大され、過去
に警部または警部補であった経歴を有する者に免除が認
められた（1894年4月内務省訓令第10号）。さらには退職
後一定の期間以内の元巡査に対しても優遇措置が認めら
れた（1895年5月内務省訓令第8号）。警察内部で実務経
験を積んだ者で巡査を確保しようという考えの現れだと
いえる。
　また軍隊退役者の優遇制度も導入された。1889年7月
には判任の軍人であった陸軍現役満期下士も技芸試験を
要せずに巡査への採用が可能とされた。さらに1895年5
月には陸海軍の下士適任証書を有する上等兵（等外官相
当）にまで優遇対象が拡大された（内務省訓令第8号）。
下士適任証書とは、下士たる技能を備えた各兵科の上等
兵に付与された証明書である（1889年6月陸達第95号）
（内外軍事新聞局，1890，pp.197 -198）。これについて
は、内務省は内訓で「軍人ハ厳粛ナル規律ニ服スルニ慣
レ順良強耐ノ点ニ於テ巡査ニハ最モ適当スヘキ」と述
べ、巡査に求められる適性との共通性を指摘し「善良ナ
ル者ハ力メテ採用スル」ことを奨励している（1891年内
訓第752号）（岡山県警察部，1897，pp.125 -126）。ただ
し、後にだされた通牒では、逆に「尤モ兵卒ノ義ハ警 
察官ニ不適任ノ者モ不少候」ともされた。軍退役者から
の採用を奨励してはみたものの、実際はうまくいかない
場合も少なくなかったとみられる。採用の際には、「人
選並教習等ハ一層励行」し、より一層警察の規律に「厳
粛」であるように注意することを求めている（1895年5
月警保局長通牒警甲第30号）（岡山県警察部，1897，
pp.131）。軍人、警察ともに物理的な力の行使を行い上
意下達の規律の厳守を求められる存在であったが、組織
が整うにつれて、警察の側は両者の適性を別個の自律し
たものとして考えるようになったといえる。
　1890年の特別任用による内部昇進の仕組みは1897年6
月に改められた。それが警部への特別任用にあたっての
「考試」の導入と職歴要件の勤続3年への緩和であった。
考試とは次節で詳しくみるように、業務の査定表と学術
試験の合格者を警部に任用する仕組みであった。制度改
正の際、5月の閣議に出された趣旨文では6）、精勤証書
の授与に加えて考試の制を設けることで、上官は監督を
厳格にし、部下は「平素啓憤発」すると論じている。ま
た職歴要件の緩和については「勤続五年以内ノ者ニシテ
俊秀ノ人物アルモ之ヲ採用スルコトヲ得ス」昇進にかか
る時間が長期に渉ることで優良な人物が流出することを
防ぐためだと説明している。この時の提案は修正なく閣
議決定され、6月19日に発令された（勅令第215号）。ま
た、この時に巡査教習の規則も改正され、教習期間が
2ヶ月以上に延長された（内務省訓令第15号）。従来の銓
衡による任用に比べると、その手続きが明確かつ厳格に
なった。なお、警部任用者が勅令第215号発令以前に退
職した場合は考試を経ずには再任は許されず（1899年6
月無号内務大臣秘書官ヨリ岐阜県知事へ通牒）、勅令215
号によって任用された警部は考試を経ずに再任された
（同月秘甲第219号内務省監獄局長及同警保局長通牒）
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（著者不明，1902，p.229）。考試制度については、1905
年にさらに改良された。それまでは考試合格から警部任
用が一連の手続きとなっていたが、考試合格者に合格証
書を付与し、保有者の中から警部への任用者を選定する
という手続きに改めた。
　ところで一度廃官になった警部補は、1910年に復活し
た（勅令第172号）。警察組織が拡大したことによる昇格
滞留者の縮小をねらったものであった。閣議において平
田東助内務大臣より桂太郎総理大臣に提出された警部補
設置の趣旨書によると7）、人口に比例して配置される巡
査の人数が国民の人口増加により増大するとともに警部
の定員も増員すべきだが、国庫の限界があり容易に実行
できないという状況がある。そのため「巡査ヨリ警部ニ
昇進スルノ途甚タ狭ク之ヲシテ殆ト絶望ノ念ヲ懐カシメ
施テ巡査志願者ニ適当ノ人物ヲ得ル能ハス」という状況
に置かれ、さらに「警察事務ノ漸次繁雑ヲ来タスノ折柄
憂慮ニ堪エサル所」となっている。この打開策として地
方経済の負担増大は避けられないが、府県（および北海
道）の警察費の支弁によって警部補を新設して「警察事
務ノ振張ヲ図リ併テ巡査ヲシテ之ニ昇進シ得ルノ門戸ヲ
開カント」した。警部補への任用は、原則として警部へ
の任用と同一とされたが、勅令施行の時に限って、考試
を経ていない巡査部長からの昇進を臨時的に認めること
とした。まさに滞留する優良な巡査に昇進の道を設けた
制度改変であったといえる。実際、趨勢として警部の定
員は削減される趨勢にあった。『帝国統計年鑑』によれ
ば、判任官の定員が初めて設けられた1890年における警
部の数は全国で2,868名であった。それが議会からの度
重なる政府攻撃と折り合いを付けながら繰り返し行政整
理と定員削減がなされた結果、4割以上減少した1,563名
となっていた。1890年における巡査の数は26 ,470名で
あったが、1910年には37 ,347名と1万人以上拡大してい
た。警部補の再設置により新たに906名が判任文官とし
て任じられた。
　以上の改正を経た1910年3月時点における警部・警部
補への任用経路は図3の通りである。この間、図3上半分
の巡査への優遇採用の対象者も一部変更されている。当
初は退職後満3年だった巡査経験者の優遇が、1904年4月
（内務省訓令第6号）以降は満5年とされた。さらに優遇
措置は最終的には判任文官一般への任用資格を有する者
にまで拡大された。1897年9月には、これまでは優遇措
置の対象外であった過去に判任官であった経歴を有する
者にまで拡大された（内務省訓令第17号）。そして1899
年10月には、単に判任文官たる一般任用の資格を有する
のみで特典が得られた。すなわち中等学校の学歴もしく
は文官普通試験の合格歴を有すれば、その者の経歴は問
わずに特典が得られることになった（内務省訓令第35
号）。
　なお、巡査は等外官もしくは判任待遇官吏であって判
任文官の同等以下の職であった。それにも関わらず、判
任文官一般への任用資格を有する者が、1899年までは受
験上の優遇措置を得られずに下級にあたる巡査の学術試
験を受験するという矛盾した状況があったことは、官吏
任用の原則を捻じれさせている点で興味深い。
 2 ．警察監獄学校の設置と廃止
　以上の内部昇進の仕組みに加えて、一時期、内務省内
に設けられた中央の教習機関を通した警部・警部補任用
の道も設けられた。不平等条約改正による内地雑居を控
え、また警察事務の高度化に対応することを目的として
1899年に官立の警察監獄学校が設置された（高橋，
1925，pp.19 -25）。警察監獄学校には、第一種生と第二
種生があり、いずれも府県首長の推薦で入学した。第一
種生は45歳以下の現任警部を対象としていたが、第二種
生は卒業後警部に任用する見込みがある中学校および中
学校卒業生もしくはこれと同等の学力を有する者が入学
することができた。短期間の教習で任用に至らしめる第
二種生の制度は、いくつもの関門を通過して積み重ねる
巡査からのたたき上げを横目にして先回りする、中等学
歴保有者への優遇制度にもなりえた。
　しかし卒業生の身分が判明する名鑑をみると（1904年
3月2日『官報』6197号「生徒卒業　警察監獄学校第六
回」）、第二種生はいずれも巡査としての身分をすでに有
していた。また、開校間もない1900年3月の警察監獄学
校長通牒（往第78号「警察監獄学校第二種生資格ニ関ス
ル件」）によれば、考試合格者も第二種生における中学
校卒業生と同等の学力を有するものとみなすと解釈され
た（和歌山県警察部，1903，p.141）。この通牒は、警察
内部の考え方として考試合格は文官普通試験や中学校卒
業生と同等の資格とみなすという考え方が明確に示され
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たものとして重要である。また中等学歴を有していたと
しても実際は巡査としての職歴と業績がないままに任用
候補者として推薦しがたいため、考試合格者を中学校卒
業生と同等とみなして府県側が推薦者を送り出せるよう
にする、このような通牒が出されたとみられる。警察監
獄学校は、日露戦争勃発後の財政難の中で1904年に早く
も廃止となってしまった。現職教習のための中央機関は
再び設けられていくが、警部・警部補を直接養成する機
関は以後設けられなかった。
 3 ．一般行政職員と警察行政職員の分離
　さて、一般任用に関わる制度については、1893年10 
月31日に「文官任用令」が新たに制定された。「文官任
用令」でも引き続き、学歴と試験合格が官吏任用におけ
る原則として重視されたものの、それまでの任用要件の
緩和を受けて、実務経験の蓄積による一般任用の道も設
けられた。第5条において、満5年以上雇員として同一官
庁に勤続した者が文官普通試験委員の銓衡を経て当該官
庁の判任文官に任用可能とする条項が設けられた。「見
習規則」における雇員からの任用制度（第38条）とは異
なり、恒常的に雇員から判任文官への任用を認めるもの
であった（池田，2015b）。
　ここで再び問題となるのは、「雇員」と「巡査」との
包摂関係である。先に触れたように「見習規則」の際の
見解では雇員と巡査との職歴は読み替え可能なものとし
て捉えられていた。「文官任用令」発令を受け、内務省
の警保局長と県治局長は1893年11月に連名で通牒が出し
た（秘牒第103号）。そして巡査は特別任用の規定がある
ため「文官任用令」第5条は「適用スルコトヲ得サル義」
とした8）。また同月、県治局長は同一官庁における満5
年の勤続年数に巡査としての勤務期間を「通算スルヲ得
サル義」と判断した9）。
　従来は同一視可能だった雇員と巡査が「文官任用令」
を境として分断された。すなわち、警察行政と一般行政
における職歴や職能は交換・蓄積不可能とみなされるこ
とになった。警察官の職域と昇進の仕組みが自律化して
いく契機として、この時の判断は重要である。
　また巡査が「待遇官吏」になったことも、雇員から巡
査が分離していく上で重要な契機となった。「待遇官吏」
とは「政府ニ対シ勤務義務ヲ負フ者ニシテ身分上高等官
或ハ判任官タル正式ノ待遇ヲ享クル者」である（杉村，
1937，p,221）。俸給が国庫負担ではない者、高い俸給を
与えられないが国家経営上は重要だとみなされた者、名
誉職的な立場にある者のことをいう。1891年8月に巡査
は判任官待遇となった（勅令第170号）。これに伴い内務
省は「其ノ職任ノ重ニ対シテ相当ノ待遇ヲ与ヘラレタル
ト同時ニ又之レヲシテ十分ノ実効ヲ挙ケシメン」ために
取られた措置であり、「苟モ傲慢ニ流ルヽコトナク此際
益々奮励シテ其職任ノ重ヲ尽サヽルヘカラス」と内訓し
た（内訓第709号）（宮城県警察部，1896，p.103）。巡査
は雇員では得られない待遇上の優遇を得、同時に責任も
負った。それゆえ両者を職務と経歴を交換可能とはみな
せなくなった。
 4 ．巡査以外からの参入の困難化
　以上、自律的な内部昇進の体系が確立していく過程を
論じてきた。しかし巡査からの特別任用が認められたか
らといって、一般任用資格からの任用が否定されるわけ
ではない。だが、巡査からの実務経験の蓄積による内部
昇進の仕組みに外部からの人物が横から割り込むような
任用は、よほどの根拠が無い限りは採れなくなっていた
と考えられる。たとえば、1900年代には、すでに触れた
ように警部に任用されるためには一般任用資格を有する
者であっても警察監獄学校において長期間の専門的な教
習を受けることが求められた上に、警察監獄学校への入
学者はすでに巡査としての経歴を有する者であった。ま
た初任が判任官であることが慣例とされた高等文官試験
に合格した高級官僚において、1890年代末になると内務
省採用者の初任職として警部が選ばれる事例がみられは
じめる（秦，2001）。つまり巡査からの実務経験の蓄積
に拠る内部昇進に割り込んで直接に警部・警部補になる
ためには、巡査としての経歴を有しないならば高等文官
試験の合格ほどの強い根拠が無ければならないわけであ
る。判任官への一般任用資格程度では任用の根拠として
明らかに不足している。
　また、1893年10月31日の「文官任用令」と同日に出さ
れた勅令196号において、地方官庁が判任官俸給表の最
低額である12円以下の官吏（同年同日勅令第182号）を
任用する場合は、文官普通試験委員の銓衡以外の要件を
求めないこととされた。この勅令では、「文官任用令」
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第5条の雇員のように対象となる役職を限定しなかっ 
たため、内務省警保局の判断では勅令第196号は、前 
職が巡査以外であっても警部への任用が可能とみなさ 
れた10）。ただし1901年に改正された「巡査看守俸給令」
（勅令第57号）では巡査部長の最低俸給が15円と定めら
れた。判任官である警部・警部補が部下の巡査部長を下
回る待遇を受けるような状況になることは例外的であろ
う。一般任用資格を有する者でさえも警部になるために
は巡査としての経歴が求められた状況において、その資
格さえ有しない人物が、巡査からの内部昇進の仕組みを
差し置いて別のより簡便な勅令の適用を受けて警部に割
り込んで任用される可能性は極めて低かったのではなか
ろうか。実際に、警察官吏への特別任用が適用されてか
ら18年経った1908年に警視庁巡査教習所教官が著し、警
視庁警視が校閲した受験案内書をみると、警部は「通 
常巡査より任用することゝなれり」と言い切られていた
（大竹，1908，p.32）。また、ある法学士が1912年に著
した受験問題集では警部や看守長は「普通文官ナリ然レ
トモ任用ハ一般ノ普通文官ト大ニ異リ一般人士ヨリ任用
ス可キモノニアラスシテ現ニ巡査看守ノ職ニ在ル者ニ限
ラル故ニ一種ノ特別任命ナリ」と断じられていた（中村，
1912，p.1）。
Ⅴ．内部昇進に求められた能力の内容と水準
　自律した仕組みのなかで確立していったとみられる、
巡査からの実務経験蓄積を通しての警部・警部補任用に
至るまでの節目において、「実務執行上充分ノ効果ヲ奏
スル」ために警察官に求められた資格は何であり、どの
ように評価されたのか。本節で詳しく論じていきたい。
そのことを通して、内部昇進の体系が他からの参入を許
さない自律性の極めて強い仕組みであることがよりよく
理解できるだろう。
 1 ．巡査への採用
　巡査への採用基準は1886年の「巡査採用ニ関スル標
準」およびこれを改正した1891年の「巡査採用基準」に
よって定められている（表1）。「巡査採用ニ関スル標準」
においては表1の左欄に示された第2項による基準が標準
とされたが、「適合スル人員ヲ得ル能ハサル」場所にお
いては第3項の基準を下回らない限りにおいて第2項の基
準を斟酌してもよいものとされた。技芸検査の基準は、
1891年の「巡査採用基準」において第2項の基準に近い
ものに統一された。
　巡査への採用は、予め提示された条件への適合を求め
る事前審査と応募後の試験の二段階で判断された。事前
審査では年齢および欠格条項の確認がなされた。年齢制
限については、文官普通試験の受験においては成年であ
ることのみが規定されていた（1909年「文官試験規則」
改正で撤廃）が、身体能力が求められる警察官には特に
制限が設けられたものといえる。事前審査で支障が見当
たらない場合は、採用試験の受験が認められた。
　表1では体格検査の検査項目の多さが目を引く。肢体
の不自由とされた者、各感覚器官に異常ありとされた
者、精神疾患に罹っているとされた者は、技芸試験を受
験することが認められなかった。またⅣで紹介した巡査
への優遇志願者に対しても体格検査は必ず求められた。
警視庁や府県が定めた採用手続規則をみると、あくまで
技芸試験を受験する前提となる事前審査や体格検査は必
要なものとされていた（1891年10月警視庁甲第48号「巡
査採用手続」、1895年10月京都府訓令第42号「巡査採用
試験手続」）（警視庁，1898，pp.406 -407；山川，1899，
pp.108 -109）。学歴や学術試験の合格という基準を原則
とした一般任用とは、重点の置かれた方が明らかに異な
る11）。
　さらに府県によっては、表2のような内務省訓令では
示されなかった独自の要件を課した。
　これらの要件は、志願があった場合に本人住所の市町
村や管轄警察機関を通して照会され、本人だけでなく家
族をも含めて、素行、人格、非逸脱性、さらには非政党
性までもが細かく報告された。高等警察を含む広汎な警
察業務にあたる巡査になるためには、自らもまた警察の
監視対象となることを受け容れなければならなかった。
他の文官において、これほど詳細な要件が課されるもの
はない。
　以上の審査を通過した者のみがようやく、最終試験と
なる技芸検査を受験できる。その内容と水準について、
一般任用の場合と比べてみたい。普通学の内容について
は、中等教育修了程度を求めた一般任用の水準に比べて
大幅に劣っていた。課される内容の幅も狭かった。特に
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表１．巡査採用の基準
1886年8月「巡査採用ニ関スル標準」 1891年9月「巡査採用基準」
第2項 第3項
年齢
（徴兵相当でない）
23歳以上35歳以下 20歳以上45歳以下
23歳以上40歳未満→21歳以上（1892 .8）→45歳未満
（1897 .9）→20歳以上45歳未満（巡査歴あれば50歳未
満）（1904 .4）
欠格条項
前科
重罪ノ刑ニ処セラレ又ハ軽罪重禁錮ノ刑ニ処セラレ若ク
ハ仝
ど う
上ノ刑ニ処セラルヘキ罪ヲ犯シ単ニ監視ニ附セラレ
タル者及ヒ軽罪軽禁錮ノ刑ニ処セラレ満期後五年ヲ経過
セサル者但旧法ニ依リ施体ノ刑ニ処セラレタル者ハ総テ
本文ノ権
け ん こ う
衡ニ準ス
重罪ノ刑又ハ重禁錮ノ刑ニ処セラレ若クハ同上ノ刑ニ
処セラルヘキ罪ヲ犯シ単ニ監視ニ附セラレタル者及ヒ
軽禁錮ノ刑ニ処セラレ満期後五年ヲ経過セサル者但旧
法ニ依リ施体ノ刑ニ処セラレタル者ハ総テ本文ノ権衡
ニ準ス
賭博犯処分規則ニ依リ懲罰ニ処セラレタル者
懲戒歴 巡査懲戒例又ハ官吏懲戒例ニ依リ免職セラレ若クハ故ナク巡査ヲ辞職シ二年以上ヲ経過セサル者
破産歴
身分不相応ノ負債アルモノ又ハ身代限リノ処分ヲ受ケ弁
償ノ義務ヲ終ヘサル者
身分不相応ノ負債アルモノ又ハ身代限リノ処分ヲ受ケ
弁償ノ義務ヲ終ヘサル者→身分不相応ノ負債アルモノ
又ハ家資分散者タルノ宣告ヲ受ケ未タ復権ヲ得サル者
又ハ従前身代限リノ処分ヲ受ケ未タ弁償ノ義務ヲ終ヘ
サル者（1891 .10）
素行 酒癖アル者又ハ暴行ノ癖アル者
体格検査
身長 5尺2寸（約157 .5センチ） 5尺以上（約151 .1センチ） 5尺1寸→5尺（1900 .9）
肢体 四肢完具セサル者但執筆把握ニ差支サル指ノ萎小彎
わ ん く つ
屈強直等ノ類ハ此限ニアラス
疾病 胸腔機関及腹内臓器若クハ皮膚病較
こ う ち ょ
著ノ疾病アル者但較著ノ疾病ニアラサルモ全身諸機関ノ機能減衰ノ者亦同シ
行動 服装又ハ運動ニ不便ナル者
風貌 贅
ぜ い
生物畸形容貌体勢醜悪ナル者
胸郭 胸囲大約身長ノ半ニ等シク呼吸縮長ノ差一寸以上ノ者 胸囲約身長ノ半ニ等シキ者
視力色覚
両眼共視力三分ノ二以上ノ者
両眼共視力三分ノ二以上ニシテ弁色力完全ノ者
弁色力完全ノ者
聴力 聴力六尺ノ距離ニ於テ低語ヲ聴識シ得ル者
言語 言語応答明瞭ニシテ充分ノ発声ニ堪ユル者
精神機能 精神完全ナル者即チ精神病及神経病（鬱憂癲狂癡
ち
獃
が い
及舞踏病癇癪等ノ疾病）ナキ者
技芸検査
法律規則
刑法治罪法警察法規等ノ大
意ニ通スル者
警察法規警務要書ノ類ヲ誦
読シ其意義ヲ解シ得ル者
刑法刑事訴訟法警察法規等ノ大要ニ通スル者
歴史地理
本邦歴史及地理ノ大略ニ通
スルモノ
本邦歴史及地理ノ大略ニ通スル者
作文
論文ヲ作リ得ル者但文体仮
名交リ
普通往復文ヲ作リ得ル者 仮名交リノ論文及普通往復文ヲ作リ得ル者
算術 正比例転比例ヲ為シ得ル者
加減若クハ容易ナル乗除ヲ
為シ得ル者
算術加減乗除ヲ為シ得ル者
写字 楷書行書ヲ作リ得ル者
字様過拙通読シ難キニ至ラ
サル者
普通ニ楷書又ハ行書ヲ書キ得ル者
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表２．「巡査採用基準」に掲げられていない事前審査要件を設けた府県
岡山県
「巡査志願者身元調査項目」
1893 .3 . 9
警部長達警規第139号
京都府
「巡査採用試験手続」
1895 .10
県訓令42号
宮城県
「巡査採用手続」
1893 .2 . 9
県訓第17号
生 活 面 生活ノ模様 生活ノ現況
性質志向並素行交 際 関 係 平素親睦交際セル人物ノ如何
過激粗暴ノ徒其他悪評アルモノト
往来セサルヤ
人 望 人望ノ可否
精 神 機 能
曾テ精神病ニ罹リ若クハ其萌アル
ヤ
精神完全ナルヤ
政 治 活 動 政党ノ関係
政党員又ハ政治ニ関スル新聞雑誌
ニ関係シタルコトナキヤ
政党政社等ニ関係セシコトナキヤ
家 族
至近族（血族ニ係ル祖父母、父母、
叔伯父母、兄、弟、姉、妹）中前
項記載系統ノ有無（「巡査採用基
準」に記載の事項をも含む――筆
者注）
家族又ハ父兄ノ職業
精神病又神経病血統ノモノニアラ
サルヤ
家族ニ犯罪ノ嫌疑若クハ前科アル
モノニアラサルヤ
出典：岡山県警察部（1897）；山川（1899）；宮城県警察部（1896）
「巡査採用ニ関スル標準」における第3項採用の基準は、
地理や歴史の知識も問わず、「容易ナル」計算や読み取
り可能な筆跡であれば巡査としての要件を満たした。し
かし巡査採用試験では、一般任用が求めていない内容を
試験で課していた。すなわち、「巡査採用ニ関スル標準」
の第二項採用や「巡査採用基準」では「刑法刑事訴訟法
警察法規等ノ大要」という、中等学校では学ぶ機会がな
く、高等教育の専門科目となる法律学が課されていた。
ゆえに一般任用の基準が単に引き下げられたものとして
特別任用の基準を理解することは正しくない。むしろ、
一般任用の基準を斟酌しつつもそれとは自律した独自の
基準を特に設けたというべきである。
　そして当初は第3項のような一般任用からすると大幅
に劣った基準が設けられていたが、1891年の「巡査採用
基準」では従前の第2項の基準に近いものに統一され、
採用の最低基準が引き上げられた。内務省は「巡査採用
基準」と同時に出した内訓（第752号）で「人物ヲ得ヘ
カラサルハ言ヲ俟タスト雖トモ」と無理は承知しながら
も、「従前ノ如ク僅カニ普通ノ読書算筆ニ差支ナキノミ
ヲ以テ足レリトセス法律規則ヲ相当ニ解読シ及ヒ適用執
行シ得ル能力ヲ有スル者タルヲ要ス」と述べ、巡査の執
行能力の上昇を狙った改正であることを明確にし、各 
府県が「力メテ標準ヲ茲ニ取リ撰任スル」ことを求めた
（岡山県警察部，1897，pp.125 -126）。
　「巡査採用基準」に基づいて各府県は自らの採用規則
を作成したが、1903年に改正された和歌山県の採用規則
には「巡査採用基準」では示されなかった具体的な出題
科目や内容がわかるので、示しておきたい（訓警乙34号
「巡査採用規則取扱手続」第7条）（和歌山県警察部，
1903，pp.173 -176）。これらはいずれも100点満点で採点
され、平均60点以上で合格とされた（作文20点未満もし
くは0点の科目があれば不合格）。
一　応答　 巡査志願ノ目的及巡査ニ必要ノ事項其ノ他
適宜ノ質問ヲ為シ資性ヲ視察シ其ノ答弁挙
動ヲ按定シテ相当採点ス可シ
二　法律　 刑法、刑事訴訟法中各簡易ナル問題二以上
ニ対シ適宜答案ヲ作ラシメ又ハ質問後述セ
シム
三　歴史　 国史略若クハ日本外史ノ類凡ソ半葉ヲ素読
解釈セシメ又ハ其ノ中ニ就キテ適宜ノ質問
ヲ為シ若クハ古今歴史上ノ事蹟ニ就キ答案
ヲ作ラシメ又ハ口述セシム
四　地理　 日本地理ノ中適宜選択シテ二以上ノ問題ヲ
与ヘ筆答セシム
五　書取　 警察法規若クハ警務要書ノ内凡ソ二行以上
ヲ朗読シテ之レヲ書取ラサシム
六　作文　 漢字交リ文及往復文ノ簡単ナル一題ヲ与ヘ
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テ之レヲ作ラシム
七　筆蹟　作文其ノ他ノ答案ニヨリ考査ス
八　算術　 加減乗除ノ内二題以上ヲ与ヘ其ノ答案ヲ作
ラシム
九　武術　 撃剣柔術ノ内適宜技芸熟達ノ者ト試合ハセ
其ノ巧拙ヲ判定ス
　和歌山県では、「巡査採用基準」では定められていな
い出題を実施していた。面接試験を点数化して志望動機
や基本事項を質問するだけでなく、面接に臨む態度、姿
勢や挙動にも注目して評価を下していた。また武術とい
う独自の科目を設けた。「技芸熟達ノ者」と手合わせて
剣道柔道の力量を評価して点数化していた。「巡査採用
基準」に定められた科目においても、その詳細な内容が
判明する。歴史では『国史略』や『日本外史』といった
和漢籍の一部を出題していた。明治期においても漢文学
習が尊重され広く行われた実態と対応していた（池田，
2014）。書取では、警察業務に関わる文書の口頭筆記が
求められた。また筆跡のチェックを行われた。この種の
出題は、裁判所書記試験でも実施されていた（緩鹿，
1892）。業務に関わる専門用語の理解、および調書など
の文書作成を滞りなく正確にできるかを評価するために
設けられたとみられる。これらもまた、一般任用の基準
とは異なる警察独自の基準において設定された出題とい
える。
 2 ．巡査教習所での教習
　巡査採用試験の合格者は、実務に就く前に巡査教習所
に入所した。だが教習の終末試験に合格しない限り実務
に出ることが許されない。これが第二の関門である。巡
査教習所については明治10年代より警視庁や一部の府県
での設置が認められるが、すべての府県に設置がされる
ようになるのは1886年4月に「巡査教習規則標準」（内務
省訓令第124号）が定められてからであった。採用試験
に合格した巡査は、1ヶ月以上2ヶ月以下の期間、1日当
たり7時間以上の教習を受けた（第6条、第7条）。最終試
験に落第した者は、さらに1ヶ月間の練習を経て再試験
を受けることとされた（第9条）。
　「巡査教習規則標準」示された教習内容は次のとおり
であった（第4条）。巡査としての心得、服務、規律、礼
式をはじめ司法警察および行政警察の実務の基本を学ぶ
ものとされている。
一　巡査職務ノ本分並ニ服務規律ノ大意
一　衣服ノ著装及帯剣ノ心得
一　礼式及ヒ姿勢運動ノ作法
一　巡査懲罰例及賞与規則給助例ノ大意
一　警邏査察ノ際注意スヘキ条件
一　緊要ナル取締規則ノ要領
一　諸興業場其他ノ場所監臨方ノ心得
一　人民ニ対スル言語動作ノ心得
一　非常警戒ノ心得
一　遞伝護送ノ心得
一　警衛警備ノ心得
一　注意申報ノ心得
一　外国人取扱方ノ大意
一　報告書其他公用文書記録方心得
一　服務中告訴告発ヲ受ケタルトキ取扱方心得
一　現行ノ重軽罪犯人アルヲ見聞シタルトキ取扱方心得
一　現行ノ違警罪犯人取扱方心得
　その内容は、一般任用資格を得られる中学校の卒業や
文官普通試験の合格だけでは即対応できない、実務に直
結した専門的な内容であった。いくつかの項目について
具体的に説明を加えておこう。
　第一の「服務規律」については「官吏服務紀律」（1887
年勅令第39号）が対応する。「官吏服務紀律」は、「俸給
ヲ得テ公務ヲ奉スル者」すべてに適用された（第17条）。
そこでは、「天皇陛下及天皇陛下ノ政府ニ対シ忠順勤勉
ヲ主トシ法律命令ニ従ヒ各其職務ヲ尽ス」ことや（第1
条）、「本属長官ノ命令ヲ遵守スヘキ」という職務命令に
対する遵守義務が掲げられている（第2条）。また「廉耻
ヲ重シ貪汚ノ所為」をせず、「威厳ヲ濫用セス謹慎懇切
ナルコトヲ務ムヘシ」という公務員としての姿勢（第3
条）のほか、兼業禁止等の守るべき規範も明記されてい
る。これは他の文官に就く際にも共通して求められる内
容といえる。
　第二の服装については「警察官及消防官服装規則」
（1890年内務省訓令第27号）などに定められた正しい服
装の在り方の習得が目指されたとみられる。「警察官及
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消防官服装規則」には、場面に応じた服装の在り方につ
いて装着の方法や生地の色などが事細かく指示されてい
る。第三の礼式については「警察官礼式心得」（1886年
内務省訓令第19号）や「警察礼式」（1891年内務省訓令
第15号）に示された在り方の習得が目指されたものとみ
られる。ここでは、敬礼の正しい方法について腕の上げ
方や帽子への手のかけ方、刀への手の添え方などが詳細
に定められている。例えば、次の通りである。
　室内ノ最敬礼ハ正面ノ方向ヲ取リ直立シ両足ヲ整ヘ
右手ニ帽ノ前庇ヲ摘ミ之ヲ垂直ニ提ケ帽ノ内部ヲ右股
ニ対セシメ左手ヲ以テ刀ノ柄ヲ握リ体ノ上部ヲ少シク
前ニ傾クヘシ但シ佩刀セサルトキハ左手ヲ垂下スヘシ
（「警察礼式」第6条）
　室内ニ於テ上官ヨリ書類其他ノ物件ヲ受ケ或ハ之ヲ
上官ニ呈スルトキハ前条ノ法ニ準シ右手ヲ以テ之ヲ受
ケ或ハ之ヲ呈スヘシ若シ返簡又ハ領収等ヲ受クヘキト
キハ旧位ニ復シテ之ヲ待ツヘシ（同第22条）
　こうした服装や礼式については、勤務先で毎日実施さ
れる「通常点検」等で繰り返し確認された。点検では上
司の号令に応じて定められた姿勢に全身を正し、隊列を
組んで行動することが求められた（1900年内務省訓令第
15号「巡査点検規則」）。そして第四では警察官としての
待遇が示され、第五以下の項目はいずれも警察として必
要な実践的な知識や技能に関する内容となっていた。
　教習所の規則は1897年7月に廃止され、新たに「巡査
教習概則」が定められた。新しい規則では、教習期間が
2ヶ月以上に延長された一方で、巡査採用時に優遇を受
ける対象となった「警察官タリシ経歴ヲ有スル者及学術
ノ素養アル者」に対しては、各府県の判断によって教習
の一部もしくは全部を省略してもよいこととされた（第
1条）。京都府が1897年11月に定めた「巡査教習所規則」
（県訓令第209号）では、警察官経歴を有する者につい
ては「巡査精勤証書ヲ有スル者」、「教習科程卒業証書ヲ
有シ満三年以上巡査ノ職ヲ奉シタル者」、「満五年以上巡
査ノ職ヲ奉シタル者」を全部免除の対象者とし、「教習
科程卒業証書ヲ有シ満一年以上巡査ノ職ヲ奉シタル
者」、教習未受講であるが「満三年以上巡査ノ職ヲ奉シ
タル者」を一部免除対象者とした。精勤証書の保有、教
習歴および実務経験によって特典の付与を区別してい
た。それ以外の資格としては、最低俸給額（1897年時点
で10級俸12円）以上の俸給を受ける判任官、「尋常中学
校ヲ卒業シ若クハ之ニ相当スヘキ学術素養アル者」は全
部免除対象者とし、最低俸給額未満の判任官、下士適任
証書を有する者は一部免除対象者とした（山川，1899，
pp.117 -118）。ただし、これまで論じてきたように、中
学校相当の教育課程を経ただけで専門的な手ほどきを全
く受けないままに他の巡査と同様の働きができるとは思
われず、事前に相当の経歴や素養を有するなどのことが
表３．巡査教習所の教習内容
栃木県「巡査教習所規程」（1900 .9県訓令庁第31号） 京都府「巡査教習所規則」（1897 .11県訓令第209号）
第十八条　教習科目左ノ如シ
第一科
一　倫理ノ大要（教育勅語ニ基ク）
二　警察ニ関スル服務法規
第二科
一　憲法及行政法ノ大意
二　刑法及刑事訴訟法ノ大意
第三科
一　警察ニ関スル法令ノ大意
二　同上ノ執行手続
三　書類調製方
第四科
一　衛生法ノ大意
二　電気汽缶、汽機、取扱ノ大意
第五科
一　礼式点検、操練、喞筒使用方
二　撃剣、柔術、施縄方、人工呼吸術及救急法
第八条　教習ノ科目左ノ如シ
正科
一　刑法ノ中要項
二　刑事訴訟法中ノ要項
三　行政警察大意
四　司法警察大意
五　行状及紀律ニ関スル心得
六　警察ニ関スル法律規則
副科
一　礼式及ヒ姿勢運動
二　施縄術
三　武術（撃剣柔術）
四　伝染病予防消毒方法
五　救急療法
六　飲食物検査法
出典：栃木県警察部（1901）；山川（1899）
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無い限り、教習が免除されるのは難しかったのではなか
ろうか。
　教習内容については、以前の規則のように模範は示さ
れず、各府県で定めて内務大臣に報告するものとされた
（第8条）。表3に栃木県および京都府が定めた教習内容
を示しておきたい。
　従前の内務省の標準ではみられない点について触れて
おくと、両府県ともに行政警察に関わる衛生関連の内容
や救急処置法に関わる教習を受けていた。また、両府県
ともに武道に関わる内容も導入していた。しかし両者に
は違いもみられる。栃木県では教育勅語に基づいた倫理
観、憲法、行政法、さらには機械の扱いなど、警察官と
してよりは官吏として必要とされる一般的な内容にも重
点を置いていた。他方で京都府は、警察官としての専門
的な内容に軸をおいていた。
 3 ．精勤証書の授与
　巡査教習所における教習の最終試験に合格した者は巡
査として正式に実務に出ることが許された。ここから巡
査としての実務経験を蓄積していくわけだが、内部昇進
を経て警部・警部補になるためには、まずは精勤証書が
授与される必要があった。精勤証書を授与する規則であ
る1889年の「巡査看守精勤証書授与規則」（内務省訓令
第21号）によれば、満3年勤続し、「行状方正」、「勤務勉
励」であり「事務熟達」である巡査が対象となった（第
3条）。
　具体的にどのような点に秀でていれば「行状方正」、 
「勤務勉励」、「事務熟達」であるものと認められるのだ
ろうか。その基準を整理すると、概ね4つの側面に分け
ることができる。すなわち、第一にアウトプットされた
成果によって役職相当の責任を果たしているかが査定対
象となる業績への評価である。第二に職務を遂行する過
程において目に見える形で発現し、課題解決に対してイ
ンプットされた知識技能や対応力が査定対象となる能力
への評価である。第三に目に見える形で発現した職務に
取り組む姿勢が査定対象となる情意への評価である。そ
して、本人や係属する者の行状や生活状況が査定される
人物への評価である。
　さて、岩手県では精勤証書の授与に適うことを具申す
る際の様式の見本が、表4のように示されていた（1890
年県訓令丁第14号「巡査精勤証書授与手続」）（岩手県警
察部，1893，pp.182 -186）。
　「行状方正」については、勤倹に努め飲酒や異性交遊
を節制できているかなど、人物面が評価されていた。 
「勤務勉励」については、関わった事業への功績という
業績面に限らず、欠勤の有無、従事した職務への熱意、
身を挺した行いの記録など、能力面や情意面も含めて多
面的に評価されていた。そして「事務熟達」については、
帳簿整理の完備さ、記憶力や計算能力といった事務処理
能力、住民からの信頼を得ているか、また剣道や柔道の
表４．精勤証書具申のための様式
第二号書式証明書
巡査
　
何
　
某
勤続年限
明治何年何月拝命満何年勤続
行状方正
平素勤倹（又ハ何々）ヲ以テ自己ノ分限ヲ守リ誓テ酒色（又ハ何々）ヲ慎ミ又ハ 々ノ行為アルナリ
勤務勉励
奉職（又ハ明治何年）已来満何年間欠勤ナク熱心以テ職務ニ従事シ何年中ハ何々事務 担当シ其功ヲ奏シ又何々場合ニ当リテハ身命モ顧ミス何々ノ働キアルナリ
事務熟達
内勤（外勤）事務ヲ担当シ専ラ諸帳簿整理 注意周到受持区内人民帰服）シ且ツ記臆力ニ富ミ尚ホ筆算ヲ能クシ就中撃剱柔術施縄術ニ妙ヲ得 々事務ニ達ス
賞与
明治何年何月何日何々ノ廉ニテ賞金何円下賜セラル明治何年何月何日何々ノ廉ニテ賞詞セラ明治何年 月 日事務勉励ニ付慰労金何円下賜セラル何々
懲罰
明治何年何月何日何々ノ廉ニテ呵責明治何年 月 日 々ノ廉ニテ罰俸金何円科セラル何々
右之通リ相違無之候也
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技量や犯人逮捕の実践力の蓄積向上といった、主に能力
面が評価されていた。長期間にわたる本人の成績が幅広
く評価の対象となっていたことが特徴といえる。
　愛知県が1891年に定めた「巡査精勤証書授与取扱手
続」（愛知県示令第37号）では、巡査の成績を評価する
際に、「行状方正」および「勤務勉励」については所属
の警察署長が評価して具申することになっていたが、 
「事務熟達」については試験を実施して適否が判定され
た（第2条）（愛知県警察部，1892，pp.136 -139）。その
試験規則によれば、「刑法」、「刑事訴訟法」、「警察法規」
および「職務上必要ナル作文」が課されたという（1891
年愛知県示令第38号「巡査進級及精勤証書授与ニ関スル
試験規則」第2条）（愛知県警察部，1892，pp.142 -144）。
これは警察官の職務を果たす上で必要な知識が定着して
いるかを問うていることから業績産出の基としての能力
面を重んじた評価と考えられる。
　精勤証書については一度交付されたとしても、業績が
芳しくない場合や懲戒処分を受けた場合には没収される
ことがあった（「巡査看守精勤証書授与規則」第7条）（愛
知県警察部，1892，p .137）。また府県によっては定期
的な調査を受ける場合もあった。和歌山県では、精勤証
書を有する巡査に対して年一回定期的に学術試験の受験
が義務づけられていた。そこでは「憲法」「行政法」「刑
法」「刑事訴訟法」「裁判所構成法」「警察ニ関スル諸法
規」が課され、精勤証書を保有するに値する能力が維持
されているかどうかが繰り返し確認された（1901年和歌
山県訓警乙第151号「巡査考査手続」第2条）（和歌山県
警察部，1903，pp.201 -206）。
 4 ．巡査部長への登用
　考試に応じることになった巡査は、その段階において
既に巡査の中でのリーダーとして周囲に認められていた
と考えられる。巡査の筆頭格は巡査部長であった。制度
上、巡査部長であるかどうかは、警部・警部補への昇進
の必要条件ではなかったが、候補者はすでに巡査部長に
登用されていてもおかしくない。そして巡査部長に登用
される際に、一部の府県は「巡査登用試験」なるものを
設けていたことが確認できる。神奈川県においては「巡
査ニシテ品行方正勤務勉励事務熟達シ其ノ材幹アリト認
ムル者」に対して、「憲法」「刑事訴訟法」「刑法」「警察
書表記」の筆記試験および「服務心得」「警察上必要ノ
事項」の口述試験を実施していた（1899年神奈川県庁訓
第138号「巡査部長登用内規」）（帝国地方行政学会，
1917，pp.66 -67）。また栃木県では、「憲法及行政法ノ大
意」「刑法及刑事訴訟法」「警察ニ関スル諸法規」「作文
仮名交リ文普通往復文」「算術加減乗除」「本邦歴史」を
課した（1900年栃木県甲達第2653号「巡査部長登用試験
規程」）。ただし、一般任用資格相当の文官普通試験およ
び裁判所書記試験に合格していれば、登用試験は免除さ
れることができた（栃木県警察部，1901，pp.ろ65 -ろ
70）。神奈川県では警察関係に特化した科目を課し、栃
木県では普通教育にも及ぶ幅広い科目を課していた。
 5 ．考試
　精勤証書を交付された巡査は警部・警部補への昇進へ
の道が開ける。特別任用が導入された当初は、実務経験
を基に文官普通試験委員の銓衡を受けることで警部・警
部補に任用された。しかし1897年以降は、採用以来3年
以上の実務経験を経た者が考試を受ける制度に変更され
た。考試は2段階の審査があった（1897年内務省訓令第
14号「巡査看守考試規程」）。第一段階は日常の成績を記
録した「考査表」に基づいた優等者の選抜である。そし
て第二段階は選抜された者を対象とした「学術試験」に
よる審査である（第1条）。第一段階の審査に供される 
「考査表」は所属先に備え置かれ、監督者によって随時
記入されるものであった（第2条）。先に触れた「通常点
検」などによって、日常の行状が常に評価対象となって
いた。評価の観点は次のとおりである。
一　姿勢礼式服装其他紀律ニ関スル事項
二　職務執行ノ当否
三　勤務ノ勤勉
四　書類報告ノ整否
　「考査表」の評価の観点については「其ノ他庁府県長
官ノ定メタル事項」を加えることもできた。警視庁で
は、人物評価といえる「性行」、秀でた情意、能力や業
績を評価する「法規の講習」「武術の練習」「特種の技
能」「賞罰」といった項目が付け加えられていた（1898
年警視庁甲第38号「巡査看守考試細則」第2条）（警視庁，
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表５．考査表の様式と記入見本
性行及特技 統御の能否 書類報告の整否勤務の勉否 職務執行の当否 姿勢服装礼式其他紀律に関する事項
項
　
目
明治何年何月何日
　
拝命級俸
同
　
何年何月何日
　
級俸に昇給
　　　　　　　　
巡査（看守）氏
　　
名
同
　
何年 月 日
　
精勤証書授与
　　　　　　　　　　　　　　
生年月
正直にして活発年月日㊞
　
剛直同上
狡猾にして不活発
　
同上
品行方正なり
　
同上
素行修まらす
　　
年月日㊞
何町村駐在中信憑あり認可を得て何品を何某（町村）より受く
年月日㊞
撃剣（柔術文筆）に長
　　
年月日㊞
統御の能あり
　
年月日㊞
　　
統御の能なし
　
同上
不整
　　
年月日㊞
稍整
　　
年月日㊞
整
　　
年月日
怠惰
　　
年月日㊞
　　
稍精勤
　
同上
熟練して完全
　　
年月日㊞
　　
未熟練
　　
同上
冷淡にして不 姿勢礼式は可なるも服装常に完からす且つ紀律正からす
年月日㊞
記載事項
表６．考査表の細目
一　功蹟
事務ノ熟達　庶務ノ整理　執行ノ正確　視察ノ精密　賞与其他職務上ノ功蹟ニ係ル事項ヲ詳記ス
二　過怠
事務ノ遅延　庶務ノ紛雑　執行ノ寛慢　視察ノ疎漏　懲罰其他過怠ニ係ル事項ヲ詳記ス
三　行状
服装　姿勢　礼式ノ整否　品行ノ良否　負債ノ有無　交際ノ模様　民望ノ有無　家庭ノ斎否其他一身上ニ係ル行状ノ良
否等ヲ詳記ス
四　能力
才智　決断　弁舌　算筆　武術ノ技能　応問ノ成蹟　法律学其他学術ノ程度外国語学ノ修否其他能力ニ係ル事項
五　備考
前各号ノ外必要ト認メタル事項
1898，pp.428 -434）。考査表は6ヶ月ごとに点検されて検
印されていた（同第4条）。また栃木県では、「性行及特
技」や「統御」の能力が付け加えられている（1900年栃
木県訓令庁第167号「巡査看守考試細則」）（栃木県警察
部，1901，pp.ろ60 -ろ64）。こちらも人物や能力の優秀
さを評価していたといえる。栃木県については、考査表
の様式及び記入見本も残されているので、表5にあげて
おきたい。
　そして和歌山県では、考査表の各項目に記すべき細目
について表6のように提示されている（1901年和歌山県
訓警乙第151号「巡査考査手続」）（和歌山県警察部，
1903，pp.201 -206）。「功蹟」は業績評価、「過怠」は情
意評価、「行状」は人物評価、情意評価、業績評価に渉
り、「能力」は能力評価に当たる。
　内務省の訓令では業績評価を主体とした査定項目が立
てられていたとみられるが、各府県の追加項目を見る
と、人物評価、情意評価、能力評価も広く加味されて成
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績が査定されていた。また、ここでも武術の技能という
学術面に留まらない能力が評価対象に含まれていた。
　以上紹介した「考査表」による第一段階の審査で選抜
された巡査のみが、第二段階の学術試験を受験すること
ができた。課された科目は「憲法行政法ノ大意」「刑法
刑事訴訟法裁判所構成法」「警察ニ関スル諸法規」「算術
（比例百分算迄）」「外国語」であった。このうち外国語
は省略可能とされた。そして学術試験に合格した者が、
ようやく警部・警部補になる資格を得ることができた。
資格を得た者は、欠員を俟って任用された。次に、一例
として兵庫県で1912年6月に実施された考試における法
令関係の問題を引用しておく（日本警察新聞社，1917，
pp.3 -5）。
〇憲法
一　憲法上臣民ノ範囲ヲ論述スヘシ
二　帝国議会ノ国法上ノ地位ヲ述ヘヨ
〇行政法
一　行政訴願ト行政訴訟トノ差異ヲ説明セヨ
二　公用徴収ノ性質及効果ヲ論スヘシ
〇刑法
一　 緊急防衛行為ト緊急避難行為トノ異同ヲ述フヘ
シ
二　刑罰権消滅ノ原因ヲ論セヨ
〇刑事訴訟法
一　検事同一体ノ意義ヲ論スヘシ
二　捜査処分ト予審処分トノ異同ヲ述ヘヨ
〇裁判所構成法
一　区裁判所ノ刑事裁判権ヲ述ヘヨ
二　裁判所開廷中ノ秩序維持権ヲ述ヘヨ
〇警察法規
一　警察ノ観念ヲ論シ其種類ヲ説明セヨ
二　司法警察官ト行政警察官トノ区別ヲ述ヘヨ
三　左ノ用語ノ意義ヲ問フ
（イ）仮預置　（ロ）質屋営業　（ハ）検束　
（ニ）同盟罷業　（ホ）保安警察
四　警察上ノ強制手段ヲ論スヘシ
　刑法における刑罰権の消滅の原因を問う問題は犯罪捜
査の継続と密接に関わっている。刑事訴訟法における検
事同一体や予審の問題、裁判所構成法の問題は、司法警
察官として深く関わることになる検事組織や公訴前の準
備、起訴後の事件への理解が問われている。警察法規に
関わる問題は実務に深く関連した専門的な知識理解が問
われている。加えて、憲法や行政法は官吏として関わる
一般的な設問だといえる。いずれにしても法律にかかわ
る専門的な知識理解が問われていた。同じ問題集に掲載
されている他府県の出題も概ね同様であった。以上を踏
まえれば、実務に関わる広く深い法律への知識理解を求
められることのないままに、中学校卒業という普通教育
の学歴のみで得た一般任用資格だけに基づいた人物が警
察官吏に任用される、また実務に通じた、たたき上げの
警部たちと肩を並べて働くというのは現実的にはありえ
ないだろう。先にも挙げたように、高等教育の学歴と法
律学の専門教育を前提とする文官高等試験に合格した高
級官僚でもない限り、直接に警察官吏に任用されること
は想定しがたい。
Ⅵ．おわりに
　以上、本論では明治期における警察官吏の任用経路お
よび求められた能力について、特別任用制度に焦点を当
てながら明らかにしてきた。「見習規則」の制定を機に、
警察官吏の任用経路や能力の評価基準が定まっていっ
た。「見習規則」が制定された当初は、官吏一般に要す
る資質能力として定められた中等教育卒業水準の普通学
を重視する基準を絶対視する考え方により、巡査として
のたたき上げの実務経験の蓄積が警部・警部補への昇進
から分断されるという事態に至った。しかし特別任用制
度の導入により、改めて実務経験が昇進の要件として承
認されるに至った。
　実務において培われてきた経験と力量は、昇進を判断
する際に詳細かつ多面的に評価された。その評価基準
は、職務に密接した独自かつ専門的なものであった。す
なわち、学術面では、普通学よりもむしろ広汎な警察業
務にかかわる法律知識への理解が求められた。そして実
績や能力だけでなく、武道の力量、人物面や情意面まで
もが評価対象とされ、その対象は家族にまで及ぶことも
あった。素行や行状については定期的な査察や査定を通
して日常的に上司から評価されていた。上司からの高評
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価を受けてようやく、判任文官である警部・警部補への
任用資格を得られる考試を受験することが許された。学
術以外の側面が採用や昇進を左右したのが警察官の特徴
だといえる。明治期を通して構築されていった警察官吏
の採用と昇進の仕組みは、一般行政における等外官であ
る雇員と警察行政における等外官である巡査の立場上の
分離とも相まって、外からの人物が中途参入することを
拒む高い自律性と独自性を帯びた体系であったといえ
る。
　「見習規則」や「文官任用令」における判任文官任用
は、普通学を教授する中学校卒業という学歴もしくは同
等の試験への合格によって資格を得た者に優先して門戸
を開くことを原則としていた。しかし、警察官吏の任用
にあっては、特別任用制度を介して、むしろ実務での業
績や専門的な知識が重要視し、自律した仕組みを構築し
ていった。このような任用の仕組みは、決して警察官吏
に限らず、特別任用が適用された他の判任文官――人数
では多数派――においてもみられる。たとえば多様な職
員を多数抱えた国鉄は、それぞれの特殊な職務に応じた
専門的な知識技能の修得を昇進の要件として課した（吉
田ら，2004，第5章）。また官有林管理に携わった森林官
吏は、一般任用資格を有する者であっても実務に就くに
あたっては必ず長期の専門研修を受講し合格しなければ
ならなかった（1906年農商務省訓令第37号「森林主事教
習規則」）。それぞれの専門的な職務内容を円滑に遂行し
ていくために自律した独自の特別任用の仕組みを各官職
が構築していくことを通して、一般任用の原則と資格の
効力を虫食い的に潰して価値を小さくしていくような事
態である。本論で扱った警察官吏の事例は、その一つの
局面であったのではなかろうか。今後は、各官職の任用
体系をさらに検討することを通して、判任文官任用の特
徴と求められた資格や能力の内容および水準を明らかに
していきたい。
　ところで、明治期に巡査として20年以上勤務した人物
の日記には、繁忙な職務とともに、不当な評価に対する
不満、上司の振る舞い、考え方に対する不満も数多く記
されている（大日方，2000，第3章）。学術以外の比重も
大きい警察官への評価には、どうしても上司との相性に
基づく情実的な側面――「見習規則」が強く否定し排除
しようと試みたもの――も多分に含まれてしまう。そし
て定員の限られた警部・警部補に昇進できたとしても、
それは官僚制の末端にたどり着いたにすぎなかった。大
学等の高等教育機関で学び高等文官試験に合格した高級
官僚である警視や警部長といった上司が厳然と存在して
いた。昇進しても評価から逃れることはできなかった。
　たたき上げの警察官として勤め続けるためには、そし
て昇進していくためには、着実に自身の実務経験と実力
を積み重ねるとともに、情実に左右される側面も含め
て、上司からの日常的な評価や監視を受容しつづけなけ
ればならなかった。そうした仕組みの中で生き残れた人
物こそが警察官吏に昇進できたであろう。中央集権化さ
れた国民国家における官僚制の末端部において、司法警
察と行政警察を通して人々の生活や精神の広汎な領域に
接点を持ち、時には監視や介入を強めながら、社会の
隅々にまで体制の決まりごとを行き渡らせ、定着させ、
統制する最前線に立ったのは、自分自身が日常的に事細
かく上官から監視と評価にさらされつづけた人物であっ
た。この人事の体系がわれわれの歴史に何をもたらした
のかということに思いを致したい。
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註
 1 ）本論では特に断りがない限り、法令からの引用は『法令全書』および『官報』による。また一次史料を引用する際、
歴史学研究の用法に則って文末註に記載する。
 2 ）吉田ら（2004）は、官吏外の傭人も取り上げる当該書は国鉄職員を中間層・官吏としてよりは、非エリート・労働
者として位置づけており、本論とは異なる観点に立っている。ちなみに禹宗杬（2003）は、在職年数の昇進への影響
を論じている。
 3）「営林主事補及森林監守任用方ヲ定ム」国立公文書館所蔵『公文類聚第十一編・明治二十年・第五巻・官職門五』。
 4 ）「三等郵便局長ハ逓信大臣別ニ採用規則ヲ定メテ之ヲ選任ス」国立公文書館所蔵『公文類聚第十一編・明治二十年・
第五巻・官職門五』。
 5 ）「巡査奉職満五年以上ノ者警部警部補ニ任用方ヲ定ム」国立公文書館所蔵『公文類聚第十四編・明治二十三年・第
十巻・官職七』。
 6 ）「警部監獄書記看守長特別任用令ヲ定ム」国立公文書館所蔵『公文類聚・第二十一編・明治三十年・第十四巻・官
職八』。
 7）「警部補設置ノ件」国立公文書館所蔵『公文類聚・第三十四編・明治四十三年・第三巻・官職門二・官制二』。
 8）明2266「官規」群馬県文書館所蔵『群馬県庁文書』。
 9）埼玉県照会に対する1893年11月4日県治局長回答（前掲、明2266「官規」）。
10 ）山口県警部長に対する11月25日警保局長回答「地方官々制其他ノ件」国立公文書館所蔵『警保局長決裁書類・明治
二十六年』。
11 ）もちろん旧制中学校の生徒が学術面のみで評価されたわけではない。進級して卒業に至るためには、日常の操行に
おいて大きな問題を起こさないことも求められていたとされる（斉藤，1995，第6章）。
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［Purpose］
　Through researching appointment system of junior police official in Meiji era, we reveal qualifications and 
competency demands to junior official in modern Japan.
［Methods］
　We use Historical papers in archives, illustrative rules published by police agency, and questions of appointment 
examination.
［Results and discussion］
　It was adopted special appointment system in police official. Police officials were appraised from many sides by 
their superior. Assessment standards were close connection with their works. On academic capability, they were 
required conceptions of laws relate to their affairs. Then police officers were assessed daily performance and 
competence, ability of Budo, personality and behavior. They commanded the esteem of their superiors, and they 
can apply exams to advance their rank. Appointment and assessment of police officers was not weight of academic 
capability very much. The advance system of their carrier was independent from other carrier systems of official.
Key words：Junior official, police official, police inspector, special appointment, carrier
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